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1. 研究概要 

 本研究では、長崎県壱岐市を研究フィールドとし、離島環境における将来的な地域の参画者形成方法

として、地元出身者の地域内起業を生み出すアプローチに着目する。地域の高校生を対象として、地域

内起業を起こす意識を醸成するプログラムを開発し、プログラムが将来的な地域内起業を起こす可能性

をどの程度高めたかを検証する。また、プログラムの実践を通じて、対象となる高校生だけでなく、高

校生の意識変容と行動変容が地域内にどれだけのインパクトを生み出すことができたのかを検証する。

リモートワークの普及など働き方の変化が見られる昨今において、地元出身者が地域内起業に至る背景

と可能性を明らかにする研究を行う。 

 

2. 研究目的 

 本研究では、地元出身者の地域内起業という具体的な行動に着目する。 

 

◆本研究で明らかにしたいこと 

・地元出身者の地域内起業に関する、現在までの変遷・クロノロジーとは 

・地元出身者の地域内起業は、自治体が積極的に関与するアプローチにより生み出されるか 

・地元出身者の地域内起業により、地域住民の意識や行動にどのような変化が生まれるか 

  

 今年度は、上記の点を明らかにするために、地元出身者の地域内起業を生み出す要因を特定するため

の調査・分析を行い、特定された要因を醸成することが組み込まれたプログラムの枠組みを定め、次年

度にプログラム開発したものを実装し、その効果を検証することを目指す研究とする。 

 

３. 研究内容 

 本研究では、地元出身者の地域内起業を生み出すアプローチを検討する上で、長崎県壱岐市を研究フ

ィールドとする。都市部への人口域外流出という問題解決の鍵となる「将来的な地域の参画者を担う」

という点を踏まえて、多くの地元出身者が島外に出る直前のタイミングとなる島内の高校生を主な研究

対象とする。転出超過が続く構造の脱却に繋がる、地元出身者の地域内起業を生み出すことに有効なプ

ログラムを開発し、その効果を検証する。加えて、このようなプログラムを自治体が積極的に関与し、

地域のリソースを用いて行うインパクトについても測定を試みる。プログラムを通して、自治体だけで

なく、地域の参画者として期待される地域内の民間事業者、地域住民の意識変容、行動変容にも着目す

る。 



 研究目的を踏まえ、島内の高校生を研究対象の中心とし、将来的に地域に参画することを見据えて、

島内で過ごす高校生活の中で、将来的な地域内起業を生み出すアントレプレナーシップを育むプログラ

ムを開発・実践する。プログラムを通じて、島内での生活の中で地域が抱える課題と真剣に向き合い、

自ら社会変革を起こす方法を考え、実践する機会を設ける。また、プログラムを通じて直面した課題解

決のヒントを得るために大学で学ぶという明確な目的意識が生まれ、島外での生活を送る中でも、実践

の場として地元とのつながりを持ち続けやすくなるよう仕組み化していく。地元との関わりを持ち続

け、将来的に島に戻ってくるきっかけが掴みやすくなり、地域の産業の担い手になる、地域に新たな雇

用を生み出すなどの効果を目指す研究とする。 

 

4. 今年度の研究成果 

(1) 島外在住大学生に対する地元への参画行動に関するアンケート調査実施 

 2021 年 8 月にプレ調査を実施した。本研究の調査対象である高校生へのプログラム開発を行う前

に、壱岐市出身者で現在島外在住の大学生に地元への地域参画行動として、島内高校生が取り組むサマ

ープログラムに大学生メンターとして参加してもらう機会を設けた。3 日間のプログラムが行われてい

る間に、大学生メンターにグループインタビューを実施する機会を 2 回それぞれ約 1 時間設けた。その

時間内で、島外での大学生活の中で感じていること、地元である壱岐市との関わりについてインタビュ

ーを行なった。グループインタビューの時間を含む、サマープログラムへ参加して、それぞれの大学生

メンターが感じた意識の変化について、アンケートを収集し確認した。壱岐市出身の島外在住大学生へ

のプレ調査結果からの考察を、下記のように整理する。 

 

• 島外転出前の高校時代に地域参画行動を経験することで、高校卒業後の進路選択にも影響を与

え、将来的な地元との関わり方が変化するきっかけとなり得る。「家庭環境」でもなく、「高

校」単独の活動でもない、地域参画行動は地域志向度を高めることと正の関係が見られる。 

 

• 職業観について、家族環境による影響、高校生活から受ける影響だけでは、今ある職業から選

ぶ、仕事を一つに絞るという考え方からの脱却は難しい。一方、そのような考え方から脱却

し、地元にも多様な働き方があることを知ることにより、地元に関わる新たな方法について関

心が高まる。 

 

• 島外に転出したあとで地元の地域活動に参画することで、地元の捉え方に変化が表れる。漠然

とした思いであっても、海外を含む島外の取り組みを参考にするなど、将来地元である壱岐で

何かをしたいという地域志向度の高まりが見られる。 

 

• U ターンで地元に戻るという行動だけでなく、オンラインでどこからでも地元に貢献できると

いうことが分かると、大学卒業後だけでなく在学中から継続的に地元と関わろうという気持ち

が育まれる。これも地域志向度の高まりに繋がると考えられる。 

 

 総じて、高校時代から地域参画行動を行うことは、高校卒業後にも継続して地元との関わりを持ちや

すくなることに繋がっていると考えられる。また、島外転出後に改めて地元の地域参画行動に参加する



ことで、地元の捉え方に対する意識の変化、将来的な意向にも影響を与えることが確認できた。そし

て、物理的に地元に戻らなくとも、地元に貢献できる活動ができることを体験することで、より積極的

に地元の地域参画行動を起こす動機に影響を与えていることも確認できた。今回のプレ調査の対象は、

高校時代に地域参画行動を行なっていた経験がある地元出身者のみが対象であったため、今後に向けて

は対象をどの程度広げることが可能か、また参画する活動による差がどの程度あるのかについても検証

する必要がある。 

 

(2) 本研究のロジックモデル素案作成 

 (1)のプレ調査を経て、改めて本研究に関わるキーとなるステークホルダーの整理を行い、ロジック

モデルの素案を下記の通り作成。 

 
表 1：本研究のロジックモデル素案 

 

 研究対象となる高校生に対して、本研究で開発した「起業体験プログラム」への参加を通じて、地域

の大人も関与するプログラム設計とする。高校生が「地域内起業」という選択肢について、地域の大人

との関わりを通じて、どのように意識変容・行動変容をするか着目する。具体的なプログラム実装先に

ついて、(3)で述べる。 

 

(3) 壱岐商業高校 3 年生向けアンケート調査実施 

 壱岐市内にある 2 つの高校の中で、本研究では壱岐商業高校 3 年生を対象とし、2022 年度の「課題

研究」という授業内の選択制コースの 1 つに「起業体験プログラム」を新規導入することが決定。2022

年度プログラム実施前に、2021 年度高校 3 年生を対象としたアンケートを実施。2022 年 2 月 27 日時

点で 72 名より回収が完了し、下記のような結果が得られている。 

 

• 全体の 58％が、現時点もしくは将来的に地元に住みたい（「これからもずっと住み続けたい」

「進学や就職で一度は地域外へ出てみたいが、また戻ってきたい」）という回答をしている。 

 

• 将来の就職先希望は、壱岐島内が 38%、壱岐島外が 62%という回答割合である。 

 



• 将来住みたい場所（高校 3 年生時点で考える将来計画）について、地元の壱岐市を選択する割

合は年齢が上がるほど増加傾向（「25 歳の時：24%」「40 歳の時：39%」「60 歳の時：

52%」）となる。 

 

• 将来の就職先希望の中で「自分で起業する」という選択肢に対して、全体の 33％が肯定的な回

答（「希望する」「やや希望する」）という回答をしている。 

 

 これらの結果から、地元に住みたいと希望する割合に対して、実際に住みたい場所として壱岐市を上

げる割合はそれを下回っており、年齢が若い時ほど乖離が大きく見られる。その乖離の要因として、就

職先希望が島外にあることが考えられる。そこで、一定の肯定的な回答が見られる「自分で起業する」

という選択肢を実現することが可能になれば、若年層の地元回帰も期待できる。その一助となるプログ

ラムを、2022 年度壱岐商業高校 3 年生向け「起業体験プログラム」の中で実装していくことを、次年

度の本研究のメインテーマとして扱っていく。 

 

5. 今後期待される成果 

 今年度の研究を通して、地元出身者の地域内起業を生み出すために必要な要因が特定され、有効なア

プローチが検証されることで、次年度の本格的なプログラム開始につながる研究となる。2017 年 4 月 1

日から施行された有人国境離島法に基づき、壱岐市においても雇用機会拡充事業が開始されている。壱

岐市にとっては、雇用増を伴う創業又は事業拡大を行う民間事業者に対してその事業資金の一部を補助

することにより雇用機会の拡充を図ろうとしている中で、これまで新規創業も採択されており、創業支

援の役割も担っている。本研究により開発されるプログラムは、この創業支援制度が地元出身者により

有効活用されることにもつながり、国境離島の地域資源を活かした雇用の場づくりは、国家戦略上も重

要なテーマであり、壱岐市でのモデル作りは他の国境離島への波及効果だけでなく、国家戦略に与える

インパクトも大きい。地元出身者の地域内起業というテーマにおいては「壱岐市のモデル事例」とし

て、全国の地方自治体への展開も期待される。 
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